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ＶＦＭ・リスク分担ワーキンググループ（第１回） 

議事次第 

 

 

                 日 時：平成 25 年 12 月 19 日（木）15:00～16:29 

                 場 所：中央合同庁舎第４号館４階４４３会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 （１）ＶＦＭ・リスク分担の検証・見直しについて 

 （２）今後の進め方について 

 （３）その他 

 

３．閉 会 
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○山田企画官 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第１回「VFM・リスク分担

ワーキンググループ」を開催いたします。 

 事務局の内閣府民間資金等活用事業推進室の企画官をしております山田と申します。 

 本日はお忙しい中、御出席いただきましてありがとうございます。 

 本日は、12 名の構成員のうち８名に御出席をいただいておりますほか、N 専門委員にも

この後御出席いただけると伺っております。 

 なお、F委員におかれましては、所用により 30分ほどで御退席されると伺っております。 

 それでは、以後の議事につきましては、根本座長により進めていただきたく存じますの

で、よろしくお願いいたします。 

○根本座長 それでは、議事に入らせていただきます。これはワーキンググループなので、

ざっくばらんにいろいろ意見を出していただき、今までの延長線上で物を考えないという

前提で議論したほうがいいと思います。今より PFI を進めようという共通の認識のもとで

やるわけですので、今までどおりのことをやっていたら進まないのは当たり前で、ゼロに

戻すぐらいの思い切った御提案というか御発想をお願いできればと思います。その中で最

終的に、「そうは言っても」という部分はあると思いますが、最初から「そうは言っても」

で始まると議論が活性化しないだろうなと思いますので、ぜひその辺の踏み込みを期待し

たいと思います。 

 事務局のほうで資料をつくっていただいております。フリーディスカッションをしたい

ので簡潔な説明をお願いします。 

○山田企画官 それでは、事務局で準備いたしました資料について、一通り御説明させて

いただきます。 

 まず、資料１でございます。 

 こちらは、VFM・リスク分担につきまして検証・見直しということで、私ども事務局なり

に考えていることをしたためてみたものでございます。 

 まず「１．現状認識」ですが、参考資料２、３にもありますとおり、アクションプラン

で今後の 10 年間での規模が示されているということと、事業の類型としても新しいものが

示されているということで、それをどうやって取り組んでいくのかといったところが重要

になってきます。その中で、新しい類型についても VFM の評価や、あるいはリスクの整理・

分担をどうやっていくのかといったところを検討していく必要があるのではないかという

ところが、私どもの発想の出発点でございます。 

 では、論点としてどんなことが考えられるのかということで、これも私どもなりにした

ためてみたものでございます。 

 幾つかに分けて考えておりますが、まず、VFM・リスクに通底して共通して言えるような

ことを「（１）総論」としております。 

 まず、問題認識とかニーズというものを、管理者あるいはその事業者それぞれのプレー

ヤーの立場で把握していく必要があるのではないかということ、国内外の既往の事例に照
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らして議論したほうがやりやすいのではないかということ、あるいは現在、ガイドライン

がありますが、それが実務とかけ離れてしまっていないかどうかということなどを考えて

おります。また、アクションプランで示されている類型、独立採算型とか収益施設等のあ

わせ技のようなものがありますが、そういったものがガイドラインで十分読み込めている

かどうか、あるいは VFM とリスク分担の間にトレードオフ関係があったとしたらどうなの

かとか、そういったことも総論として考えているところでございます。 

 ２枚目にいきますが、今後国だけではなく、地方公共団体においても事業を進めていた

だく上において、国の事業と違う点とか同じである点も整理しておく必要があるのではな

いかということでございます。 

 ２つ目として、VFM に関係したものでございます。 

 枠囲みの中は、推進委員会で既にお示ししている主な論点ですが、少しこれを掘り下げ

てみて枠の外に書いているところでございます。例えば VFM の源泉、これは過去にも御議

論いただいた経緯がございますけれども、改めて認識する必要があるのではないかという

こととか、あるいは今の計算方法である VFM というものがどういうふうに認識されている

のかとか、VFM と一言で言っても、誰の目から見たときの VFM なのかといったことである

とか、現行の計算方法である、使っている中の PSC について工夫の余地があるのではない

かとか、要求水準との関係がどうなのか等といった論点があるかと思います。、また、VFM

にはコストダウンの部分とバリューアップの部分があるのですが、後者の部分をどのよう

に定量化していくのか、あるいは今の手法以外に新たな事業類型を評価する方法として、

全く新たな方法というのもあるのかもしれないということも議論の余地があるのかという

ことでございます。 

 収益施設併設型については、本体事業と付帯事業をあわせることによる相乗効果の部分

というものも期待されるわけですが、期待される部分をどう評価するのかとか、現行で VFM

を計算することが義務づけられている特定事業を選定するとき以外の VFM の使い道という

のはどうあるべきなのかとか、手続の簡易化について、また別のワーキンググループが設

置されているわけですが、そちらとの関係はどうなるのかとか、民間提案制度と VFM の関

係等についても論点としてあり得るのではないかということでございます。 

 ３つ目としまして、４ページですが、リスク分担に関しての論点のたたき台でございま

す。 

 同じように、枠囲みの中に推進委員会でお示ししている論点を改めてお示しした上で、

その下にしたためてございます。 

 これも新たな類型としてアクションプランで示されている独立採算型であるとか、収益

施設にかかわるものの場合、どのようなリスクを想定しておくべきなのかということであ

るとか、不可抗力の定義の問題はどうであるか、期間中に政策や制度が変わったときにど

う対応するのか、収益施設併設型の場合の本体事業と付帯事業との関係、ウォールの立て

方に関する議論などです。民間の場合も事業者と投資家それぞれ立ち位置が異なるかと思
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いますが、それぞれが持つ目利き力とかリスクの管理能力というのをうまく使っていくた

めの仕組みというものがいかにあるべきなのか、そういったことが論点としてあり得るの

ではないかと考えているところでございます。 

 続きまして、資料２でございます。 

 これは、このワーキンググループの今後の進め方について、こちらも案としてお示しす

る次第でございます。 

 「２．スケジュールの例」と書いておりますが、まず、今日キックオフをさせていただ

いて、いただいた御意見をもとに論点整理をして、その論点を裏づける上で例えばゲスト

スピーカーにいろいろ話をお聞きしたり、今あるガイドラインの検証を行うことを考えて

おります。それから、実際の事例に当てはめたときに何が言えるのかというケーススタデ

ィをそれぞれ進めていきたいと思っております。 

 必要に応じて総合部会に報告を行ったり、あるいは推進委員会で取りまとめを行ったり

といったこともあり得るかと、考えておるところでございます。 

 ここからは事前に委員、専門委員の皆様方から御意見を頂戴しているところでございま

す。後ほど、今日御出席いただいております V 専門委員、F 委員からは直接御発言いただ

く機会もございますので、ここでは本日御欠席の T 専門委員御提出の資料３－２について

御紹介したいと思います。 

 T 専門委員からは、大きく２つに分けて意見をいただいております。 

 １つ目としまして、まず前提条件として課題を絞り込んでおくべきではないか、過去の

検討成果との関連がどうなっているのか、あるいは PFI を進めていく上での VFM をどう使

っていくのかといったことについて、まず前提を整理しておく必要があるのではないかと

いう御意見です。 

 ２つ目として、これは実際のプロジェクトの中で運用していく上での課題として、PSC

であるとか PFI-LCC について、あるいは先ほどアクションプランの関係で申し上げました

が、収益施設の収益について御意見をいただいております。 

 参考資料を４つつけておりますが、まず参考資料１はメンバーの御名簿、参考資料２と

参考資料３がアクションプランにかかわるものでございます。参考資料４として、先日の

委員会でお示しいたしました「主な論点（たたき台）」をつけております。 

 以上、資料の説明とさせていただきます。 

○根本座長 それでは F 委員、お願いします。 

○F 委員 資料３－３でございます。 

 先ほど御説明いただきました資料１、それを見ながら書かせていただきました。資料１

も大変よく課題を挙げていただいていると思いますが、それに対して少しだけコメントを

させていただきたいと思います。 

 まず「１．現状認識」ですが、ここではアクションプランでは新しいアイテムが掲げら

れており、新しいアイテムに対して検討するようなイメージをあたえますが、本来サービ
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ス購入型の PFI 事業における見直しというのも忘れてはいけないと考えますので、それが

わかるような形で位置づけていただければありがたいと思います。 次に「２．想定され

る論点（たたき台）」ということで「（１）総論」のところでございますが、資料１にも

書いてはあるのですが、これまで特定事業の選定のときには必ず VFM は算定してきている

のですが、それも実態がどうなっているのかというのは半分わかっていて半分わかってい

ないのかもしれません。だから幾つかの計り方があるような感じがしなくもないのですが、

その実態というものをもう一回調べ、そこから課題を見ていくというほうが、レビューと

しては重要ではないかと思います。 

 ですから、建設費用などの削減はあくまで目標値が設定されているような感じで、それ

がどこまで本当の意味での VFM を決めているのかというのは、少しわからないところもあ

ります。しっかりやっておられるところもあるかと思いますが、その辺について実態はど

うかというのをまずは見ていければと思っております。 

 ２番目ですが、これは独立採算型の話が入ってきていますが、独立採算型というのも完

全独立採算というような形のことは本来あり得ない話ではないかと思っております。全く

入らないものは民間事業になってしまいますので、そういう意味では何らかの形の公的補

助が出てしかるべきだし、インフラとか公共施設というのは外部効果があるわけですから、

それに対しての公的負担があってしかるべきだと思います。その公的負担というものをそ

の位置づけの中で、公的負担のマネーに対するバリューという見方が一つあるということ

で、独立採算型についても VFM の基準みたいなものをここで議論することは必要と考えて

おります。 

 「（２）VFM について」ですが、主な源泉はリスクの適切な移転であるという形になる

かと思います。 

 しかし、リスクは本来変動するわけで、起こったり起こらなかったりします。ところが、

今までの VFM は 10％とか確定値が出てくるというのは、違和感があります。それこそ PSC

も変動するだろうし、PFI-LCC も本来は変動するはずだと。その中で PFI により適切にリ

スクが移転されたなら財政支出のばらつきがかなり小さくなるはずです。それ絵を書いた

のが次ページです。この破線のところが従来型でやったときはリスクを全部抱き込むわけ

で、場合によっては右の裾野みたいに財政支出額が飛び出ることもあるだろうと思います。

ところが、PFI にすればその範囲においてはあくまでも民間のほうに動かしますので、財

政支出としてのばらつきは、これが逆の意ですけれども、狭まる可能性が高くなります。

従来言われている VFM はこの平均値、あるいは期待値の差を指して PFI のほうが下がると

いう議論ですが、もう一つはこの財政支出の確実性という形でも捉えていく必要が本来あ

るべきではないかと考えています。 

 もう一つは、２番目でございますが、VFM は本来、財政支出額に対する指標と考えてい

ますけれど、これまでは従来型であろうと PFI であろうと、いわゆる経済便益などは同じ

だと、経済費用も同じだという前提で財政支出額だけの削減を見てきたのだと理解してい
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ます。しかし、インフラ絡みの事業になってまいりますと、いわゆる外部効果、利用者以

外に及ぼす地域開発効果みたいなものが大きいわけですから、その社会的便益をどういう

ふうにステークホルダーに分配するのかというところも見ていく必要があるのではないか

と考えます。 

 例えば料金で回収する度合いが高過ぎた場合、当然料金が高くなったら利用者が減るわ

けです。そうなると社会的便益は減ってしまいます。ですから、適切な利用者の分担と、

公的負担という割合を考えていくということが、特に外部効果が大きい場合は重要な視点

になってくるかと思います。 

 次のページに表がございますが、この表の上のほうがいわゆるステークホルダーとして

事業者、融資者、利用者、社会、地主及び政府と分けております。表側は経済、財務項目

という形になってまいります。右の下の隅に 60 と書いておりますが、ここはいわゆるこの

プロジェクトを実施したときの総便益から総費用を引いた純現在価値と呼ばれるネットプ

レゼントバリューが出てきますが、これを適切に利害関係者すなわちステークホルダー間

に分配するということが本来必要であると考えています。 

 その中の１つの、政府の欄のところの支出額が従来型と PFI でどれぐらい差があるのか

というのは、狭い意味での VFM という形になるかと思います。 

 ですから、こういうのをどこまで、技術的な話をここまでできるのかはわからないので

すが、そういう視点をどこかで持っていきながら、あるいは必要に応じたそういう技術的

な話も何らかの対策をとるようなことも、本来は考えていってしかるべきなのかなと思い

ます。いわゆる費用便益分析のマニュアルというものは、いろいろなところで出ています

ので、それに匹敵するような形でこういう視点からの分析というものも考えていく余地は

あるのではないかということでございます。 

 「３．リスク分担について」ですが、これは前からこの委員会でも申し上げているので

すが、リスクを明確に捉えないことが一番問題だろうということです。そのリスクを明確

に認識する手段として、いわゆるリスクワークショップというものが掲げられてはいるの

ですが、我が国においては余り実績がないと認識しております。ですから、そういうリス

クワークショップを推奨するということをガイドラインに盛り込むとともに、どうやった

らいいのかという、その指導書的なものを作成するというのも一つのあり方と考えており

ます。 

 ということで、とりあえずの御提案ということでメモを提出させていただきました。 

○根本座長 ありがとうございました。 

 それでは、V 専門委員お願いします。 

○V 専門委員 資料３－１を御覧ください。 

 まず、２ページ目の最後「10．その他」を御覧いただきたいのですが、このワーキング

グループの目的や使命ということで書いてございますが、今回のワーキンググループの使

命は、PPP・PFI、特にアクションプランで盛り込まれた新しい４類型を推進するためのガ



8 

 

イドライン等の見直しがこのワーキンググループの使命ではないかと私は解釈しておりま

す。このためにはワーキンググループにて議論を深め、各ガイドライン等の全面にわたり

必要と思われる見直しを行う必要があるのではないか、そういう問題意識と言いますか認

識を持っていまして、資料３－１中の１～９というのは主にリスク分担のところなのです

が、こういう観点に立つと、こういう問題があるのではないか、というものを列挙してお

ります。 

 一番上に戻っていただきますと、４類型と言っても、具体的に検討が進められているの

は主にコンセッションで、コンセッションにつきましては、国土交通省が推進している国

管理空港のコンセッション、それから関空、伊丹という問題があって、そこでは国土交通

省から基本方針と言われているものと、それから仙台空港を念頭に置いた基本スキームと

いうものが既に示されています。 

 その内容を見ますと、内閣府のガイドラインと符合しているところもあるし、整合がと

れていないところもある、実務的にはこのままだとちょっと推進するためには障害になる

のではないかというところが見受けられましたので、そういうものをベースにして以下の

項目を挙げてございます。詳細についてはまた別の機会にさせていただくとして、項目だ

け御紹介しますと、まず１番目が、これは空港を念頭にしておりますので、事業用地内に

おける民間事業者による自社（自主）事業をどの程度自由とするか、という論点でござい

ます。 

 表のまとめ方としては、その次に私案と書いてありますが、これは私の考え方です。そ

れに対して仙台空港基本スキームではどう表現されているかということを参考に次に置い

ております。可能な限り、以下同じような作り方をしています。 

 論点だけ申し上げますと、２番目が「事業用地外における民間事業者による自社（自主）

事業をどの程度事由とするか？」。 

 ３番目は「事業用地内の民間施設（空港における TB、駐車場などの空港機能施設）の取

り扱い」というものがございます。これは空港特有ではないのですが、空港にはかなり大

規模なものが想定されていまして、これはターミナルビルだとか駐車場などとされていま

す。 

 そういう公共施設等という、もともとのインフラ系のものに加わって、民間事業者が所

有することになりそうな民間施設、こういうものの取り扱いが論点としてあるのではない

かと考えております。 

 「４．民間事業者の法的性格」ということで、どういう組織体がふさわしいのかという

ことでございます。 

 「５．民間事業者の所得への課税」ということですが、PFI あるいは特にコンセッショ

ン事業を政策的に後押ししようという場合には、仮に会社法の会社を想定すると、会社単

位で納税して配当を配ってそれに課税されるということですので、投資的には魅力が乏し

くなるのではないかと思います。現行法はこうなっていますからそのとおりなのですが、
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例えば REIT におけるような何らか課税を軽減する仕組みがあれば投資を促すことができ

るのではないか、そういうことを申し上げています。 

 それから「６．不可抗力事由による解除」です。特に、仙台空港の基本スキームは、不

可抗力事由によって解除になった場合に、既に支払った運営権対価は返還されないという

ふうに読めます。そうすると、これは民間事業者としてはかなり痛手といいますか障害に

なり、特に民間事業者に融資をしよう、投資をしようとする方にとっては致命的なものに

なるのではないか、そういう意味で論点を挙げております。 

 ７番目は、同じ不可抗力ですが、施設が毀損した場合に復旧をするのかしないのか、復

旧のコストを誰が負担するのか、そういう問題です。 

 ８番目は、コンセッションがまだ何も始まっていませんので、ほとんどの人が事業終了

時のことを余り想定していない、議論も深まっていない、ただ、それでは恐らくスタート

もできないのではないかなと思いますので、そういうものを先取りして議論する必要があ

るのではないかと考えます。 

 「９．契約解除の際の損害賠償」ですが、これは内閣府のガイドラインで公共用地の補

償基準を適用するということなのですが、土地収用で実例があるものはわかりやすいので

すが、コンセッションという新たな事業の中でこういう基準だけで本当に耐え得るのかと、

そういう論点でございます。 

 これ以外の点が、仙台空港基本スキームで、公共施設等について瑕疵担保を一切管理者

は負わないというふうに書いていますが、それで本当に大丈夫なのかと思います。いずれ

にしても 10 の論点から例示的にこういう論点を挙げさせていただきましたので、皆様から

も御議論いただいて、論点を増やすとか削るとかが必要かと思っています。 

 以上です。 

○根本座長 ありがとうございました。 

 それでは、これからフリーディスカッションをいたします。 

 御意見をお聞きしていて、V 専門委員からお話のあった、このワーキンググループのミ

ッションですが、限定的にあるところに絞るとかそういう話では多分なくて、一応４分野

が出ているわけですが、４分野ごとに VFM があってリスクがあって、マトリックスがある

ようなイメージで、その中を埋めていくという感じかと思います。 

 その４類型がサービス購入型の一部しか入っていないので、F 委員が言われたように、

いわゆる延べ払い的なものも入れてもいいことにすれば、全ての意見を取り入れることが

できます。あるカテゴリーに固有のものもあれば全体にかかるものもあり、その辺の仕分

けは最初からここだけやってくださいという話ではないです。そういう理解でよろしいで

すか。 

○山田企画官 おっしゃるとおりです。 

○根本座長 できるだけ幅広く意見を出していただいて、その４類型に限らず、既存の部

分も含めてこの機会に議論しておきたいということであれば十分に対象になると思います。
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それで宜しいでしょうか。 

○山田企画官 はい、ありがとうございます。 

○根本座長 その上での話ですが、VFM、リスクというのが一つのワーキンググループにま

とまっている理由というのは何かあるのでしたか。 

○山田企画官 大きく分けると２つ理由があり、１つは VFM とリスクはトレードオフ関係

がありそうだということが、事務局で話をしている中で出てきたということと、もう一つ

は、ワーキンググループの数が増え過ぎると、なかなか議論を取り扱うのが難しくなるの

ではということがありまして、ワーキンググループの数として２つないし３つぐらいが望

ましいだろうというところから発想しております。 

 したがって、議論の内容が必ずしも VFM だとかリスクにとどまらない場合も出てくるか

と思いますので、その際には、ほかのワーキンググループにもその情報を共有して、事務

局としても情報共有ができるべく努力していきたいと思っておりますので、忌憚のない御

意見を頂戴できればと思っています。 

○根本座長 VFM とリスクというのは関係あるかもしれないですが、本来は違うものです

ね。わかりました。 

 それでは、個別の論点を掘り下げる前にいろいろ論点を出していただくという趣旨で、

お一方ずつ、まず先に話をしていただければと思います。では C 委員から、順番で回して

いくという感じでお願いします。 

○C 委員 １つ目として先ほど御指摘があったように、例えば仮にこういうコンセッショ

ンを普及させていくときに当たって、特別措置は永遠に続けるものではないけれども、ス

タートアップとして何らかの租税上の措置というものは必要なのかどうか、特に、今まで

やったことのないことですので、民間事業者としてもいろいろとリスクがとりにくいとい

うところがあると思います。それは事業者だけではなくて出資者のほうも同様だと思いま

すので、ある意味ベンチャーキャピタルに対する出資みたいなところもあると思うのです。

だから、ある一定期間限定せざるを得ないと思うのですが、やはりスタートアップのとこ

ろでどういう税制措置をするか、出資者に対してどういう税制措置をとるか。 

 それから、配当にかかわる話がありましたが、いわゆる SPC、エンティティーなので二

重課税に､収益と配当段階とで法人税がかかってしまいますので、ここをどうするか。SPC

をパススルーみたいな導管として位置づけるかどうか。そうやれば法人税、配当のところ

は除けます。その辺の税制措置をどうするのかなというところと、そのあたりは考えてみ

る価値はあるかと思います。 

 もう一つ、これは私もよく頭の中で整理がつかないのですが、VFM を考えていくときに、

もう一方では会計があります。公会計とか企業会計それぞれ、そちらとの連結というか、

VFM で推計したいろいろな収入やキャッシュフローというのと、公会計上推計されるそう

いう資産、例えば資産価値とか、こういったものが違っていたら全然意味がない。特に不

動産はやはり大きな、公共部門から見れば一つの価値、資産です。今、公会計の議論も一
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方ではありますので、それとこういう PFI などを進めたときに、地方公共団体の立場にな

ったときにとか、こういう自分たちの持っている資産を PFI として出したときにその価値

はどうなるのか、資産価値はどうなるのか。これは何らかの整理はあっていいのかと思い

ました。 

 以上です。 

○根本座長 １点目はコンセッションとか独立採算のようにハイリスク型に対する租税特

別措置の話でしょうか。 

○C 委員 ハイリスクだろうと考えるならば、それに対して、例えばエンジェル税制とか

であれば、要するに出た損失の一定割合を所得から全部控除してあげるとか、あるいは出

資金の一部を今年度の所得から控除してあげるとか、そういった措置はありますね。投資

家に対する一つの誘導措置にはなるかなと思います。 

 SPC は、PFI の場合でも法人税の対象になるのであるから、１つのやり方は、普通に法人

税を支払って配当の段階で配当所得税が課税されるわけですけれども、SPC を１つの導管

というふうに考えれば配当は早期に算入されるので、それと二重課税にならないという考

え方があります。 

○根本座長 ありがとうございました。 

 A 委員、どうぞ。 

○A 委員 今、C 委員がおっしゃったところにつながるのですけれども、PSC などを算定し

ていく上で、まず公的組織がそういうデータを正しく集計できるような帳簿体系に余りな

っていないのではないかというところに問題があろうかと思います。この辺の整理、大き

な問題ではありますが、何とかしていかなくてはいけないのではないかと思っているとこ

ろでございます。 

 以上です。 

○根本座長 それは全体にかかる話ですかね。今までもあったのだという話になりますか。 

○A 委員 そうですね。今までももちろんあったと思います。 

○根本座長 今までもあったけれども、さらにそのリスクが民間にシフトしてくるとなる

と一層データを正しく集計する必要があります。 

○A 委員 その事業を推進していくために、その事業にかかわる資産の、例えばコストを

正しく集計できているのかどうか、そういうところが PFI を採用できるかどうかの判断の

入り口のところで正しく計算できていないのではないかと思っているのです。 

○根本座長 それは、そもそも会計データだけではないですよね。 

○A 委員 そうかもしれません。 

○根本座長 わかりました。 

 では、L 専門委員どうぞ。 

○L 専門委員 先ほど、根本座長からマトリックスで考えたらいいのではないかというお

話があったのですが、私もどの類型の話をしているのかがわからないと、お互いきちんと
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認識を持てないので、どの話をしているのかを明確にして議論したほうがいいと感じてお

ります。 

 ４類型のうち、最初に従来型の PFI に関する今の VFM のガイドラインやリスク分担のガ

イドラインに関して感じていることを申し上げると、まず、リスク分担のガイドラインに

関しては、実務的に今どこまで活用されているかというと、実は余り活用していないのか

なというようなところがあると思います。一方、せっかくの機会なので今、実際にやはり

従来型ということで進めている事業がたくさんあるわけですから、そういったところでリ

スク分担の中で特に問題になっていることを官民双方から出していただいて整理すれば、

おのずと優先的に変えていく部分は見えてくるのかなと思っております。 

 私自身が直接かかわっているところで申し上げると、事業が始まってから一番もめるの

は法令変更の対応と思っていまして、例えば配当みたいなものが後から出てきたときに、

それは官がどれだけとっていいのか、民はどれだけとるのかとか、あと、土対法の関係で、

いろいろと工事費が大きく変わるということがわかってきました。それは民間側の考えて

きたことの影響も若干あり、そういうのはあるとは思っているのですが、余りにも細かい

話になってくるので、従来型についてリスク分担のガイドラインで見直すべき大きなポイ

ントがどこまであるかというのがわからないのですが、これは事例をベースに調べていっ

たら見えてくるのかなと思います。 

 一方、従来型の VFM のガイドラインに関しては、まさしく先ほど U 専門委員からのペー

パーなどもありましたけれども、今一度 VFM の源泉とは何なのかをしっかりしたほうがい

いのではないかと感じております。 

 続いて、実際には推進しようとされているのが独立採算とか収益付帯ということで、結

構今日の事務局の資料では独立採算と収益付帯というのが大きく掲げられていると思うの

ですが、特に独立採算ということに関しては、これも羽田空港みたいな事例をもとに検討

して少し議論していったらいいのではないかと思いますが、事業の規模、施設の規模を誰

がどういう形で決定するのかというところが一番大きいかと思います。VFM に関してもリ

スクに関しても大きいかと思います。 

 コンセッションに関しては、今、検討中のものがあるので、それを材料にしていろいろ

議論、個別に論点を設定して議論していくほうが効果的かと思います。 

 収益付帯のところは、VFM にしろリスクにしろ、しっかりこれもテーマアップして議論

したいと思います。今までの PFI 事業で付帯事業というのは本体事業とリスクを分離し、

VFM にしろリスク分担にしろ、それを前提としたままでずっと組み立ててきたようなとこ

ろがあると思っており、それを公的財政負担削減というのを少し意図して融合していくと

いう方向なのだろうと思っているのですが、その場合に当然それが目論見どおりにいかな

かったときにどうするかとか、そのときに VFM というのは将来的にどう検証していくかと

か、派生していく課題は少し考えただけでも相当たくさんあると思うので、これはこれで

しっかりと重点的に議論する場というのを設定していただいてやったほうがいいのかなと
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思います。全体としてこれがというのが余りあるわけではないですが、個別に見ていくと、

大きくは収益付帯のときのその融合していたときに出てくる VFM の算出の問題、それから

リスク分担の仕方、具体的にヒットしたときにどういうふうに対処していくのかというこ

となどが、特に重要になってくるかと思っております。 

○根本座長 独立採算で施設規模を誰がどのように決めるのかが一番大きい問題であると

いうのは、それはリスクの話でしょうか。 

○L 専門委員 リスクのところもそうですし、VFM のところも定量的な評価というのをどう

するかというところもあるのですが、T 専門委員のペーパーなどにも書いてあったのです

が、公共施設としてつくる以上、何らかの基本構想とかがあって、恐らく公共側で設定し

ている施設規模とか採算計画というのがあるのだろうということと、当然、全く独立採算

ではなくて、何らかの公的負担が入った上での独立採算であるだろうということを前提と

すると、全く VFM を定量的に評価しないということは特に地方公共団体ではあり得ないと

思います。そうすると、PSC を独立採算事業でどう考えていくのかというのも検討課題に

なるのではないかと思っております。そのときに、施設の規模とか、採算がどのぐらいの

レベルでいく見込みを立てるのかというところは検討課題になってくるのかと思っており

ます。 

○根本座長 N 専門委員、続けてお願いします。 

○N 専門委員 私の関心はリスク分担のほうなのですが、今、仙台空港で基本スキーム案

というのが出ていまして、マーケットサウンディングということで私も意見を出そうと思

っているのですが、幾つか空港特有のというところもあるのですが、これがコンセッショ

ンの最初の型として出てくると思います。国交省がやってらっしゃるというところはある

のですが、こちらのリスク分担の考え方としても、空港に限らずコンセッション一般論と

してどう考えるべきか、というのはリスク分担のあり方として一つ出したほうがいいかと

思っています。 

 先ほど、V 専門委員からもお話がありましたように、これで本当にファイナンスできる

のかなという、気がかりなスキーム案を出されておられて、その中途終了した場合の既払

いの運営権対価を返すのか返さないのかという問題があります。返さないということに現

在のスキーム案ではなっているようですが、それだと恐らくファイナンスできないのでは

ないかという気がします。それが一般化するのも怖いというところがあり、こちらのワー

キンググループで、一般のコンセッションとしてはどうあるのが一つの型なのかというの

を出してみるのがいいのかと思います。具体的に今のところ空港しかないので、空港を例

にして考えていくのがよいのではないかと思います。○根本座長 仙台空港の中途での場

合の日払いをしないというところのお話をもう少し御説明いただけますか。 

○N 専門委員 例えば政府の帰責事項あるいは不可抗力で５年目に事業をやめますとなっ

た場合、例えば 30 年の事業期間を持っていて、30 年分の運営権対価を最初に一括払いし

たと仮定すると、５年で終わってしまった場合には残り 25 年あるわけなのですが、会計
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PT の中間報告では返すという前提で報告が出ていたと思うのです。それをこの間出たスキ

ーム案では、出たもの自体からははっきりは読み取れないのですが、航空局の方にお聞き

したら、返さないということを前提にしているようにも感じられました。 

 ただ、公共施設等運営権のガイドラインのほうでは、中途終了した場合には逸失利益を

払うという記載になっているので、では、その逸失利益と残存期間分の運営権対価を返す、

返さないとか、どういう関係になっているのか明確でないところもあり、明確化したほう

がいいのではないかという趣旨です。 

○根本座長 事務局は何かコメントありますか。 

  

○山田企画官 今はまだマーケットサウンディングの段階で、確たることは申し上げられ

ない状況ですが、場合によってはそういったところも実例を参考にしながら、ケーススタ

ディーにして議論を深めていくこともあり得るかと思っております。 

 

○井上参事官 航空局は当然うちのガイドラインも踏まえて、まとめの段階で相談しなが

らまとめています。彼らの案に対して、そういう案をつくるなと当室は言えないので、そ

うした案で今マーケット参入しているのだと思います。 

 まさに、そのときにマーケットとしていろいろ声を上げて言うのが一番というか、それ

がまず必要なのかとは思います。当室はガイドライン上、返還を強制する立場にはないの

で、事業者が絡んでしまうかもしれませんが、マーケットとの対話を通じてスキームを固

めていくということになろうかと思います。。 

国土交通省の航空局には、こういう皆様の議論を伝えることはしたいと思っております。

○根本座長 U 専門委員、お願いします。 

○U 専門委員 どうしても公共事業の場合ですと、先ほど F 委員のお話にもありましたよ

うに、国債を刷ればお金は出てきてしまうのでコストオーバーランが生じやすいと思われ

ます。その観点から、PFI を推進することによって、コストオーバーランを抑制できると

いう観点が一つ VFM のところであるのかなと思っております。 

 議論の対象は実際に事業を PFI でやったときの、あくまで評価としての VFM の今後のコ

ンセッション等を想定したときのあり方というような観点ということでしょうか。 

○山田企画官 実はそれも含まれていますが、もっと幅広でもいいのかとも思っています。

と申しますのは、PFI 案件として成り立つかどうかということを見るための指標にもなり

得るかもしれないですし、あるいはその期間を通してのチェックとかモニターとか、そう

いった道具にもなり得るかもしれないと思っております。ですので、VFM の使い道につい

ても議論の余地はあるかと、そのように考えています。 

○U 専門委員 あるいは、公共サイドがこれを PFI ないしはコンセッションとして進める

かどうの期待値を判断する材料的なものとしてＶＦＭについて検討すれば宜しいのでしょ

うか。 
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○山田企画官 そうですね。そうなり得るかもしれないですし、あるいは投資家の立場あ

るいは事業をするプレーヤーの立場から言っても、この事業に手を出すか首を突っ込むか

どうかを判断するための道具としても役目はあるかもしれないかと思います。 

○U 専門委員 なるほど。事業者選定に限らずということですか。 

 実際に表面化している案件などで御検討されている民間の事業者、あるいは公共機関と

会話していますと、特に公共機関は債務が一括で償還できるのかどうかとう点にむしろ関

心が強くて、それがネックになっている気がしています。その観点で考えたときに、一括

で償還できなくても従来型公共事業とコンセッションのどちらが債務償還に資するのかと

いう点は、何となく今のマーケットを見ていると感じる一つ論点かと思っております。 

 リスクについては、収益施設併用型の事業の場合に、リスクをどこまで遮断すべきかと

いう点で、どうリスクを管理していくかということで言うと、民間の創意工夫の余地が大

きくある分野だと思います。SPC は必ず１つにするべきだという様な、何か制約を設け過

ぎることがかえって民間の創意工夫の余地を削ぐのではないかと思います。そういう意味

ではリスク管理のあり方については、どこまで制約を加えるのかといった論点はあるかと

思います。 

 以上です。 

○根本座長 ２番目の論点はどういうことでしょうか。債務を一括償還できるというのは、

誰が誰に対する債務のことでしょうか。 

○U 専門委員 コンセッションフィーによってその事業に付随して公共が負っている債務

を一括で償還できないと、公共に債務が残ってしまうので、そこについては PFI を推進す

ることに関して公共サイドとして躊躇してしまうという論点です。 

○根本座長 既存の、例えば下水道事業の場合、下水道債がついているので、コンセッシ

ョンで売ったら企業債が全部返せるかと、そういう話ですか。 

○U 専門委員 そうです。恐らく関空で言うと１兆２千億全部償還できるのか、できなけ

ればまかりならぬという様な話があるとすると、そもそも案件が成り立たないでしょう。

ただ、一定の償還ができると、このまま事業を公共機関で続けていくよりも債務償還に資

するというような判断があれば進めるというような、そういうバリエーションの仕方があ

っても良いかと思っています。 

○根本座長 わかりました。 

 S 専門委員、どうぞ。 

○S 専門委員 具体例でないとなかなかイメージが湧かないものですから、ぜひ仙台空港

などスペシフィックなものを、事例になっているようなものを出していただいて、それに

ついて VFM というよりもむしろリスクのほうが大きいと思うのですが、１個ずつチェック

させていただいたほうがぴんとくると思います。抽象的ですが、ケースによってリスクと

いうのが違うでしょうし、VFM も違ってくるのですが、共通項はあるとは思うのです。特

に空港の場合は、事業者がどうこうしてどうにかなることではない部分が非常に大きく、
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要するに空港自ら集客するわけでもないですから、航空会社が乗り入れて来なければ併設

の事業をやったところで儲からないわけです。 

 ですから、そういう意味では非常にリスクを双方抱えると思うので、その事業者が空港

に、例えば仙台空港のコンセッションで私やりますと手を挙げるときに判断する資料とい

うのは難しく、需要予測とかいろいろなものがあると思いますが、正確に当てることは困

難だと思います。例えば５年で事業から引いてしまうというときに、事前予測は違うでは

ないかとなったとき、どっちがどういうふうに責任とるのかということも考えたりします。 

 空港の場合は様々なリスクが出てくると思うし、しかも空港側も事業者、公的機関など

も、それぞれ自分たちではどうにもならない部分が非常にあるので、具体的にそれを一個

ずつ見ながら考えさせていただけると、わかりやすいのですが。 

○根本座長 わかりました。 

○S 専門委員 リスクというのは、情報のリスクですね。 

○根本座長 これはリスク分担といみじくも書いてあるのですが、分担の前にリスク自体

の大小があると。 

○S 専門委員 まずはリスクの大小です。 

○根本座長 それから、管理可能性が多分あって、グローバルに回っているような空港と

か港湾というのは官と民だけで分担してもそれ以外のところはどうか。リスクに関しては

何かその辺の分類もしないといけないと思います。 

○S 専門委員 まずは分担の前にリスクが何かということですね。 

○根本座長 それは類型ごとに、ケーススタディーとして空港をやるというのはいいのだ

けれども、空港で全てがわかるわけでもないとすると、大体どんな分類が想定されていて、

上下水道と空港は多分全く違うと思いますが、幾つか比較的サービス購入型に近いものか

ら、全くリスクが大きすぎて通常はとれないようなものまで幅広いわけですね。その辺の

どの議論をしているのかというのもちょっと考えないといけないのと、あるいはそれによ

って少しガイドライン的な部分も違いが出てくるのですね。今まではリスク一通りだった

ので、官がとればいいというそれだけのことだったのかもしれないけれども、これからそ

うではないとすると、ちょっときめ細かくつくらないといけないというようなのは、とり

あえずの話でしょうか。 

 では、今、出されたような比較的大きめの議論を先にしていきたいと思います。私の個

人的な意見を先に出させていただくと、VFM はまず要らないと思っています。何に使われ

ているのだろうかということが非常に判然としないという、制度にそう書いてあるからや

っているふりをしているだけで、実際ほとんどそれは見ていないということですね。 

 事前の VFM と事後の VFM があって、事後の VFM は政策評価の話なので、確かに何らかを

計算しないといけないのだけれども、VFM という式があらかじめ提示される必要はなくて、

一般の事業でも事業評価をやっていますから、それと同じようにこの事業はよかったのか

悪かったのかというのを計測することは可能です。その事業評価のときに使うような指標
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を民間に提案してもらって、それを KPI としてガバナンスをすればいいだけの話なので、

そもそも VFM は多分要らないと思います。 

 事前の計測というのは今やっているわけですが、これはもっと必要なく、PFI になるか

どうかわからないから、なる可能性があることを調べるという名目になっていますが、そ

れは VFM があっても民間が手を挙げなければならないだけの話なので、実際の入札のとき

に応札があるかどうかで全て決まるわけなので、事前に計算する意味はないと思うのです。

現実に、一般の公共事業でも応募がなくて不調になっている案件がいっぱい出てきている

わけですが、本当ならそれも可能性調査をやらないといけないのだけれども、そちらでは

一切やっていないわけです。 

 ということなので、なぜ PFI だけ VFM を求めるのかという、ちょっと原点に立ち帰って

考えないといけなくて、公共事業も指定管理者も委託も通常の PRE なんかも全然やってい

ないのになぜここだけやらせるのか。ものすごく負担感があって、大きな付加価値が出る

のであればいいのですが、余り付加価値もないというふうに思っているので、もう私はゼ

ロにするというのが基本的な考え方だと思っています。一つの意見です。 

 それから、リスクに関して言うと、リスクはゼロには当然できないので、リスクはきめ

細かく考えないといけないので、少し先ほどのマトリックスを、リスクに関して言うとも

うちょっときめ細かく分類できると思うので、リスクに関しては精度を細かくして議論し

ていくということを先にやって、その上でまとめられるものをまとめていくという考え方

だろうと思っています。 

 ということで、それぞれお互いに意見を聞き合った段階で議論をしていただいて、新た

な論点とか、こういうふうに変えたほうがいいのではないかとか、そういう意見があった

ら御自由にどうぞ、お出しください。 

○L 専門委員 今、VFM のお話がありましたが、簡易化ワーキンググループでも、VFM の負

担をどう下げるかという話が大きな論点の１つになるだろうと思っております。 

 御指摘のとおり、VFM というのは非常に形骸化しつつ、数字を出すとその説明責任とい

うのは非常に現場では厳しいものがあるので、そこで御苦労されている地方公共団体はも

のすごく多いのは事実だと思っておる一方で、その VFM というのが、非常に矛盾している

のです。、国と地方公共団体で少し違うと思うのですが、地方公共団体では、安くなるか

ら PFI をやりますという、原則 PFI です。それができない場合に限って従来方式でやりま

すという順番ではなくて、あくまでも PFI だったら VFM が出るのでやりますという、従来

型の話になるとは思うのですが、そういうような流れで議会等関係者に説明をしているの

が実態で、それは決して VFM のガイドラインがあって VFM を算出しなければいけないから

では必ずしもないのかなというふうに、地方公共団体とおつき合いしていると感じている

ところでございます。 

 その現在価値化のような話は、私の知っている範囲では余り重要視されていなくて、地

方公共団体の場合にはあくまでも財政負担が本当に一番最小化できる方法を採用したいと
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いうことなのかと思います。 

 もし VFM について大きく位置づけを変えるとなると、PFI の位置づけ、従来方式と PFI

の位置づけを変えた上で、VFM は要らないみたいな話にしていく必要があるのかなという

ようなことと、VFM ガイドラインを使って地方公共団体が VFM を計算しているわけでもな

いので、なくなっても実質的な支障はないかとも思うのですが、一方で時々VFM のガイド

ラインにこう書いてあるからこういうふうに計算しましたと言って説明している地方公共

団体もないことはないので、地方公共団体の現場感覚なども少し考慮しながら、今後の VFM

の意思決定の上での位置づけを整理していったらいいかと思います。 

 個人的には、VFM は非常に形骸化していて、説明上は VFM が出るから PFI でやりますと

言っているのですが、意思決定に VFM は使われていないので、多分必要ないと思います。

あくまで説明として使っている実態を考えたときに、どういうふうにしてあげるのが一番

推進に資するのかというところは、議論していく必要があるかなと思っております。 

○根本座長 C 委員、どうぞ。 

○C 委員 私も政策評価でこういう議論をすることがあるのですが、政策評価は事前の評

価と事後の評価があって、事前の評価において費用対効果がどうかということを考えると

きに、１つの基準として経済学とは少し違う意味での効率性という考え方があり、同じ効

果を出すなら費用が安いほうがいいという議論です。 

 多分 VFM は教科書的には、もし PFI でやるとしたら同じ効果に対してこれくらい本当は

安くというのを見せるのだと思うのですが、その辺が多分うまくコントロールできていな

いのだと思うのです。ただ、いずれにせよ事前に事業を行うかどうか、それからどういう

形態で行うかという意思決定をするときに、やはり何らかの費用対効果を知っておかない

と、やみくもに PFI をやってもいいわけでもないし、逆にやみくもにやらないわけでもな

いです。ただ、うまく頭の中で整理できていないとか、地方公共団体に話を聞くと余り整

理できていないなと思うのは、いずれやることを前提に、やるとしたら PFI でやればお安

いなら PFI でやると、もしそうでなければどのみち従来型で、となっていることです。 

 本来やるべきではない事業をやっているケースもあり、PFI の VFM がないから従来型が

いいというのもおかしな話で、従来型でさえやってはいけない事業はたくさんあるわけで

す。話を聞いていると、とりあえずやることを前提にどちらでやりますかという議論が多

くて、本来もうちょっと事業自体、特にこれから更新投資の話もありますので、事前の観

点からするとやるかやらないかという基準というのがあって、その一つとして、もしやる

ときに PFI でやると効率性がこれから高まるという意味、そういう判断基準になるのかな

という気がするのですが。 

○根本座長 ほかにいかがでしょうか。 

 VFM は今のような論点があるので、今までどおりでいいとは多分皆様思っていないと思

います。使うとすれば本当に実効性があるなり、PFI が促進できるような形で位置づけは

変えるということだろうと思います。全くないから余り変えないの中間のどこかになるの
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かもしれませんが、そういう方向でこれから議論をしていくということだろうと思います。 

○S 専門委員 VFM を出して、ある事業者がこれだと結構効率よさそうだということでコン

セッションなり何なりでこの事業をやって、やってみたら全然違うじゃないとなった場合、

誰がこんなことを言ったのかみたいなことになる可能性もありますよね。そういった場合、

その情報を出したところと受けたところとの責任関係とか、そういうのは問題になるので

しょうか。 

 例えば、空港の需要予測を算出し、これは議会などでそういうものが必要だと思うので

すが、それをもとに事業計画をたて、それが違ってしまった場合、どこに責任とか、そう

いうことはどうなのですか。 

○根本座長 事業計画を前提に契約をしていて、コンセッションなり独立採算の場合はそ

の変動のリスクというのは PFI 事業者が負うので、責任という意味では経済的な責任は当

然 PFI 事業者が負います。だからそれは VFM の問題ではなくて、契約内容の問題になりま

す。 

○S 専門委員 例えばそのときに撤退したい、無理だと、これでは仕事にならないといっ

たときに、交渉のときに反映されるのですか。全くそれは無関係で、ちゃんと検証してな

いほうが悪いと、契約書に書いてあるでしょうということで終わりなのですか。 

○根本座長 基本的には後者です。ただ、それが不可抗力だとか、あるいは政府の側にも

原因があったりすれば調整はするので、いずれにしてもそうなったときには VFM はもう関

係なくて、いかに提案を評価するかです。それから、契約をガバナンスするか、そのとき

の客観的な指標が何であるかということを考えたときには VFM はほとんど役に立っていな

いですね。 その辺は整理をこれからしていきたいと思いますが、リスクのほうに関して

は追加的な御意見はありますでしょうか。先ほどのリスクそのものと分担と、レイヤーが

幾つかあるというのはそのとおりだと思うのですが。 

 皆さんやっていて、空港が一番リスクが大きいという感じですか。 

○S 専門委員 エアラインビジネスというのは、非常にリスクが大きいと思います。 

○根本座長 どうでしょうか、そこをケーススタディーにとってしまうと何か問題があり

ますか。 

○S 専門委員 バイアスがかかりすぎてしまうかもしれないです。 

○根本座長 全体からずれてしまうかもしれませんね。 

○S 専門委員 ただ、悪い前提を見ておくと楽というのもあります。 

○根本座長 類型ごとに考えないといけないのですが、３番目の類型に関してはどうです

か。公的不動産の話というのは VFM もリスクも両方ですけれど、今まで余り出てきていな

いような気がしますが、皆さんどうでしょうか。 

○L 専門委員 最初に議論の前提の確認ですが、一応、公的不動産有効活用の PPP という

のも、例えばこのガイドラインの中にその議論した内容が反映されるということでいいの

でしょうか。 
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 つまり、一応 PFI 事業のガイドラインということになっているのかと思っていましたの

で。個人的には当然公的不動産の有効活用についても、何らかの推進するための方向性と

いうのも打ち出せていけたらいいなと思っておるのですが、アウトプットがもしこの PFI

事業のガイドラインとなったときに、この公的不動産の中身というのはどんなふうに位置

づけられていくのかと思いまして。 

○根本座長 それは事務局がどうお考えかわかりませんが、そういうのを除外している場

合ではないと思います。 

○L 専門委員 わかりました。 

○根本座長 少なくとも、アクションプランの数値目標を出している以上、計測しないと

いけません。その計測の作業というのは、まさに VFM の作業であったりリスクの作業であ

ったりすると思うので、その限りにおいては何らかのそれに近しいことをやらないといけ

ないと思いますけれど。御案内のとおり全く違う話なので、PFI だから、PFI でないからで

はなくて、事業のたてつけが全然違うから同じようには全然ならないでしょう。 

○L 専門委員 そうかなと思っておりまして。PFI で物事を組み立てていくときの枠組みと、

実際の PRE 的な事業の組み立て方、検討のステップが大分違うのかというようなところも

あり、何となくそう思ったのです。おっしゃるとおり VFM は検討をほとんどしていないと

思いますし、PRE 的な事業ではということですが、基本的には民間が有効活用してくれて、

投資してくれて、そこに必要な公的機能が入る、これは公共が自前で一からつくるよりは

絶対安いだろうという暗黙の了解が多分あって、VFM はきっと省略しているのだろうなと

想像するのと、リスクもかなり民間側に寄った形になっているのかなと思っているのです

が。この辺も少し実態とか、どんな事業を想定していくのかということを少し見ていった

ほうがいいのかもしれないです。東京都はたくさんやられていると思いますので。 

 要するに、公共施設整備を伴うものと、完全な跡地活用だけみたいなのと両方あると思

うのです。 

○根本座長 そうですね。 

○L 専門委員 それによっても大分雰囲気が違うのではないかと思います。 

○根本座長 全然違うものなのだけれども、アクションプランの中に一緒に並んでいると

いうことですね。 

○L 専門委員 おっしゃるとおりです。 

○根本座長 というのは、苦肉の策で並べたわけでは決してなくて、恐らく民間の知恵と

いうのは、そういう役所の縦割り的なものではなくて、いろいろなパターンであり得るの

ではないかと思います。 

 横浜市は日産自動車を誘致するときに、従業員を千人雇うわけですけれども、補助金の

効果としてやるので、千人を公務員として雇ったら幾らかかるかみたいなものを PSC にし

て。高額になるので補助金を出しても実際には人件費を織り込まなくても、固定資産税だ

けで 3.5 年ぐらいで回収できるのですね。だから、それは VFM ではないけれども、そうい



21 

 

う場合は投資回収ということで。 

○L 専門委員 完全に費用対効果ですね。 

○根本座長 そうですね、投資勘定です。だから、VFM と言ってしまうと何か狭い概念だ

けど、投資なり、あるいは事業者選定の合理的な基準を客観的に示せるような考え方を、

この際しっかりともう一度議論しましょうということだと思いますね。それは必ずしも数

字でなければいけないことはないですね。定性的な VFM でもいいことになっていると思い

ます。 

 では、ほかにどうでしょうか。 

 事務局のほうからも、何か議論しておいてほしいというものがあればどうぞ。 

○山田企画官 今の段階で特に申し上げることはないのですが、ただ、先ほど根本座長か

らも今までの先入観をなくというような御発言をいただきましたが、まさにそのとおりで

して、まずは、広めに議論をしてみて、その中から掘り下げていくべきところを見つけて

いくのかなと、そんなふうに思っております。 

 L 専門委員からも、先ほどその公的不動産について御意見いただきましたけれども、ま

さにその部分もガイドラインに当てはめてみると、確かに取り扱いに苦慮する部分でござ

いますので、議論の対象には最初の段階で幅広に入れていただけるとありがたいなと、そ

んなふうに思っているところでございます。 

○根本座長 公的不動産の事業費はどう計測するか、何か議論をしているのですか。 

○山田企画官 実はこれもまた別の場面で事務局としても議論すべきかなと思っておりま

して、その議論の過程だとか何らかの成果についても必要に応じてこういった場にはお目

にかけられればと思っておるのですが、何分今の段階ではまだ何もお目にかけられるもの

がない状況です。 

○根本座長 アクションプランで事業費と書いてあり、VFM と書いていません。 

○山田企画官 そうなのですが、まずその事業費をどう積み上げるのかといったところが

一義として求められるのかなと思っておるのですが、その応用問題として、では VFM に着

目したらどうなのかということも、そこは議論の余地はあり得るかと思っております。 

○根本座長 それは、公共がその土地を同じように使ったらというのを PSC で考えるとい

うイメージですか。 

○山田企画官 であるか、あるいは遊ばせておいたときの機会費用に着目したらどうなる

のかとか、あるいは遊ばせておくのだけれども、そのままにしておくと草ぼうぼうになっ

てしまうので、何らかのコストがかかり、その部分を発射台としてマイナスしておくとか、

議論の仕方はいろいろあるのかと思っておるのですが、まだ何か確たるものを我々も持ち

合わせているところではないという状況です。 

○C 委員 暴論になるのかもしれませんが、逆に売却したらこれくらいの利益があるとい

うのもベンチマークになり得ます。もちろん売れない資産もあるでしょうが、土地であれ

ば原則売れるわけです。 
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○山田企画官 おっしゃるとおりだと思います。それも選択肢としてはあります。 

○S 専門委員 ある事業で VFM が非常にいいというデータとしても、これをやることによ

ってこちらが悪くなるというケースはどうでしょう。こういうことは考えなくてもいいと

いうことですか。 

○山田企画官 それも広い意味ではあり得ると思います。特に我々の論点のたたき台でも

お示ししましたが、本体事業と付帯事業の相乗効果と言いましたが、ひょっとしたらその

事業間の相乗効果の中に正のものと負のものがあり得るかもしれないです。そこはおっし

ゃるとおりだと思います。 

○V 専門委員 VFM の話を余りするつもりはないのですが、VFM に意味があるというのは、

官が本来やっていた公共サービスを民が代わってやるということで、内容的に比較できる

ようなもののときに初めてＶＦＭを議論する価値があるのであって、民が勝手にやるもの

を後づけで VFM とかパブリックセクターコンパラターとか、そういうものを無理やりつく

って比較することに余り意味がないのではないかと思います。 

 ここにアクションプランで１～４と振ってありますが、多少は VFM 的に比較できるもの

があるとしても、大きな目で見るとほとんどは民間事業を導入しましょうと言っています

ので、余り PSC だとか VFM にこだわっていてもしようがないのではないかと思います。 

 例えば公的不動産の有効活用と言って、公共が公的不動産を使ってマンション事業をや

ることを想定して比較しても意味がないです。成功すればこれだけ価値があるけれども、

そもそも公的な機関がそのようなリスクをとってやるものではないです。だから、そうい

う意味ではかなり大くくりの議論をまず行った上で、それで精緻な議論はこの当てはまる

ところにやっていただいた方がいいのではないかと思います。 

 せっかくこういうアクションプランが出て、これは言ってみれば政治的アジェンダみた

いなものなので、これを推し進めるための推進策みたいなことをこういうワーキンググル

ープで議論して、それが本委員会で認められるかどうかわかりませんが、そういう議論を

したほうが建設的ではないのかという気はします。 

○根本座長 ほかに何かありますか。 

○C 委員 （２）と（３）にかかわる話だと、地方公共団体が大きく多分 PFI をやるとき

にはその事業主体になるのだと思うのですが、幾ら国がかけ声をかけ、旗を振っても地方

公共団体が動かなければ話にならないわけなので、地方公共団体がやりやすいような、例

えば PFI 事業との類型が本当はどんなものがあるのかとか、リスク分担にしても比較的地

方公共団体としてやりやすいのは一体どんなところにあるのかとか、彼らが気にしている

のは何なのかというのを考えてみる必要はあるのかなと思いますが。 

 第３セクターの二の舞はさすがにごめんだろうということであれば、例えば先ほどまか

りなりにもリスクは多少あるとすると、このリスクの部分は多分、今、財政健全化指数と

かをかなり総務省がやっていますけれども、ああいったところにどんなふうにして反映さ

せていくのかとか、そういったところも考えていかないと、地方公共団体として乗りにく
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いのかなという気がするのです。 

○L 専門委員 今のところに関連して、どこまでそれを打ち出せるかわからないのですが、

私も VFM 至上主義みたいな考え方でこのアクションプランは動かしてはいけないのだろう

なという気はすごくしていて、民間の投資ももっと誘発していって、それによって地域の

活性化と言うとちょっと語弊がありますが、そういったものをしていこうというものです。

それを地方公共団体がどういうふうにやっていくかと考えたときに、それこそ全然違う考

え方というのはきっと必要になってくるのだろうと思います。 

 気がついたのですが、まさしく内閣府 PFI 推進室のホームページに、これまでの日本の

PFI の紹介資料があるかと思うのですが、あの中に日本でこれだけ PFI 事業をやって財政

負担がこれだけ削減できました、VFM 幾らですというのが結構大きく書いてあるのですが、

多分もう、民間が行うとコストが下がって財政が浮くということ自体のメッセージを大き

く変えていかないと、運営権とか収益付帯とか PPP 公的不動産活用だとか進まないので、

そういうふうに事業費目標を捉えていくのかなという気が個人的にはしております。 

 VFM の目標ではなくて、ほぼ投資額の目標なのだろうということです。更新投資とかが

されていないというのをもっとうまく民間の力を使ってやっていきましょうと。そういう

ふうに見ていくと、何となく VFM を重視していてはだめということになってくるのですが、

それは多分地方公共団体の政策決定の場と少しずれがあるとは思うのですが、何かメッセ

ージを変えていく必要があるのではないかと、よく読めばわかるはずなのですけれども、

余りそういうメッセージが届いてないかと思います。 

○根本座長 それは確かにそうです。 

 何か VFM にしても、もっと別の指標でもプロジェクトの限界的な部分だけに着目してい

て、そもそも根っこ自体が必要なのかとか、あるいは別にもっとあるのではないかとか、

小さくても率が高いけれど大きいものもあるよとか、何か計測の観点が違うのですね。こ

れからやるというのは、次元が変わってくるのですね。 

 わかりました。今日いただいた御意見を事務局と相談して、マトリックスに落とすとい

う作業をまずするのはいかがでしょうか。 

 その上で、特に VFM のほうはかなり大胆な変革をするということで、弊害を潰していく

という方向は大胆にやり、役に立っているところは、別の形で救済をするというような考

え方ですね。 

 リスクに関しては、カテゴリーを幾つか分けて論じたほうが多分いいかと思いますので、

そこも少しカテゴリー分けの発想が、１、２、３というよりは、ばらつきと大きい小さい

とか、何かこういう、４つの象限に当てはめていったときに、このカテゴリーはこういう

考え方、このカテゴリーはこういう考え方というふうに分類をできればいいなと思うので、

その辺は実務でやっておられる方々がそんな分類を頭の中でいつもしておられるのではな

いかと思いますので、何かアイデアを出していただければいいと思います。 

  今後の進め方で、ゲストスピーカーの招致は必要ないかと思います。というのは、ゲ
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ストというのは基本的に PFI のエリアの中で生きている人たちなので、官でも民でもみん

な過去にとらわれると思います。むしろ、そういう人たちのことも気にしながらもっと根

本的なところから切っていくためには、余り現場の方の意見を聞き過ぎないことも必要か

もしれません。 

 ただし、今日は地方公共団体の方がおられないので、地方公共団体が考えるゼロベース

のものは何ですかと、こう書いてあってこのとおりやれば議会で通しやすいからやってい

るみたいな、そういう次元ではなくて、地方公共団体の政策として本来こういうふうにや

りたいと常々思っているというものを上手に引き出していただくという感じでしょうか。

それについては何かルートはありますか。 

○山田企画官 一旦持ち帰って検討するという形になりますが、根本座長がおっしゃるよ

うに、必ずしもスピーカーの招致という形でなくても可能かなと感じているところであり

ます。 

○根本座長 また日程調整など膨大になりそうですので、こちら側の問題意識をちょっと

まとめた上で伝えて、御意見をペーパーで出していただくと、いろいろな方の意見を聞け、

特定の方の意見に左右されなくていいかなと思います。 

 あとは、地方公共団体の方は、専門委員の方は都道府県政令市の方なので、小さいとこ

ろ、ぎりぎり PFI できそうなのだけれどもやっていないとか、その辺のところの意見を聞

きたいという気がしますが、それはまた別途相談しましょう。 

○山田企画官 ありがとうございます。 

○根本座長 何かほかに進め方等でアイデアありますでしょうか。 

 では、事務局のほうでほかのワーキンググループの日程も含めて、スケジュールの話を

していただきます。 

○山田企画官 今、日程について御報告できる状況ではございませんので、改めて日程調

整の御相談を差し上げたいと思っております。その節は、よろしくお願いいたします。 

 本日は以上でございます。 

 お忙しい中、お集まりいただきましてどうもありがとうございました。 

○根本座長 ありがとうございました。 

○山田企画官 以上をもちまして、本日のワーキンググループを終了させていただきます。 

 どうもありがとうございました。 


